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○愛南町男女共同参画学習会支援事業費補助金交付要綱 

平成31年３月25日告示第18号 

改正 

令和５年３月27日告示第19号 

令和６年３月29日告示第37号 

愛南町男女共同参画学習会支援事業費補助金交付要綱 

（趣旨） 

第１条 この告示は、町民の男女共同参画に対する理解を深めるための学習機会を充実させること

により、男女共同参画社会の形成の促進を図るため、団体又は事業所（以下「団体等」という。）

が実施する男女共同参画に関する集会、研修等（以下「学習会等」という。）に対し、愛南町男

女共同参画学習会支援事業費補助金（以下「補助金」という。）を交付することについて、愛南

町補助金等交付規則（平成17年度愛南町規則第５号）に定めるもののほか、必要な事項を定める

ものとする。 

（補助対象事業等） 

第２条 補助の対象となる事業は、町内で開催する学習会等とする。ただし、当該学習会等の開催

に町の他の補助金等を受けているときは、補助の対象としない。 

２ 補助の対象となる経費（以下「対象経費」という。）は、次に掲げるとおりとする。 

(１) 講師への謝礼 

(２) 交通費 

(３) 消耗品費 

(４) 会場使用料 

（補助金の額） 

第３条 補助金は、予算の範囲内で交付するものとし、対象経費に1,000円未満の端数が生ずるとき

は、これを切り捨てるものとする。 

（補助対象者） 

第４条 補助の対象となる団体等は、次に掲げる全ての要件に該当するものとする。 

(１) 町内に在住する者（町内の事業所に勤務する者を含む。）で構成されていること。 

(２) 10人以上で構成されていること。 

(３) 全ての構成員が町税等を滞納していない者（事業所にあっては、事業所に係る町税等の滞

納がない者）であること。 
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２ 前項の規定にかかわらず、既に補助金の交付を受けている団体等は、原則として当該年度の補

助の対象としない。 

（補助金の交付申請及び申請期間） 

第５条 補助金の交付を受けようとする団体等（以下「申請者」という。）は、愛南町男女共同参

画学習会支援事業費補助金交付申請書（様式第１号）に次に掲げる関係書類を添付し、学習会等

の開催の１月前までに町長に提出しなければならない。 

(１) 学習会等の経費及びその内訳が確認できる見積書 

(２) 町税等の滞納がない旨の申出書（様式第２号） 

(３) 前２号に掲げるもののほか、町長が必要と認める書類 

（交付決定等） 

第６条 町長は、前項に規定する申請書を受理したときは、その内容を審査し、愛南町男女共同参

画学習会支援事業費補助金（交付・変更・却下）決定通知書（様式第３号。以下「決定通知書」

という。）により、その結果を申請者に通知するものとする。 

（報告書の提出） 

第７条 前条の規定により補助金の交付の決定を受けた者（以下「交付決定者」という。）は、学

習会等の開催後２週間以内に、愛南町男女共同参画学習会支援事業費補助金実施報告書（様式第

４号。以下「報告書」という。）に次に掲げる関係書類を添えて町長に提出しなければならない。 

(１) 愛南町男女共同参画学習会支援事業費補助金請求書（様式第５号） 

(２) 学習会等の経費及びその内訳が確認できる証憑(ひょう)書類 

(３) 学習会等で使用した資料又は学習会等の活動写真 

(４) 前３号に掲げるもののほか、町長が必要と認める書類 

（補助金の交付） 

第８条 町長は、報告書を受理したときは、その内容を審査し、適当と認めるときは、速やかに補

助金を交付決定者に交付するものとする。 

２ 報告書の審査により交付決定額に変更が生ずるときは、決定通知書によりその旨を交付決定者

に通知するものとする。 

（交付決定の取消し） 

第９条 町長は、交付決定者が次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、補助金の交付決定

の全部又は一部を取り消すことができる。 

(１) 補助金の交付の条件に違反したとき。 
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(２) 偽りその他不正の手段により補助金の交付を受けたとき。 

(３) 前２号に掲げるもののほか、町長が補助金の交付が適当でないと認めるとき。 

２ 町長は、前項の規定により補助金の交付決定を取り消したときは、愛南町男女共同参画学習会

支援事業費補助金交付決定取消通知書（様式第６号）により交付決定者に通知するものとする。 

（補助金の返還） 

第10条 町長は、前条の規定により補助金の交付の決定を取り消した場合において、当該取消しに

係る部分に関し既に補助金が交付されているときは、交付決定者に対し、愛南町男女共同参画学

習会支援事業費補助金全部（一部）返還請求書（様式第７号）により期限を定めてその返還を命

ずるものとする。 

附 則 

この告示は、平成31年４月１日から施行する。 

附 則（令和５年３月27日告示第19号） 

この告示は、令和５年４月１日から施行する。 

附 則（令和６年３月29日告示第37号） 

この告示は、令和６年４月１日から施行する。 
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様式第１号（第５条関係） 
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様式第２号（第５条関係） 
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様式第３号（第６条、第８条関係） 
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様式第４号（第７条関係） 
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様式第５号（第７条関係） 

 



10/11 

様式第６号（第９条関係） 

 



11/11 

様式第７号（第10条関係） 

 


